様式第１号の１（第７条関係）　
競争参加資格確認申請書

行橋市長　　田　中　　純　　殿

　　　　　　年　　月　　日

住　　　　所          　            

商号又は名称            　          

代表者職氏名　 　            　  印 
下記の建設工事に関わる競争参加資格について確認されたく、書類を添えて申請します。なお、成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないものでないこと、添付書類の内容について事実と相違ないこと及び当該工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本及び人事面において関連がある建設業者でないことを誓約します。

記

１　入札公告日　　令和元年１０月１８日
２　工事名　配水管布設替工事（宮市町１工区）
３　提出書類

⑴　同種工事施工実績調書

注１　添付資料はＡ４サイズとすること。

様式第２号（第７条関係）

同種工事施工実績調書
会社名：　　　

　　（　管　）工

	工
事
名
称
等
	競争参加条件
	管工事について、公共工事元請施工実績を有すること。

	
	工事名
	

	
	発注機関
	

	
	施工場所
	

	
	最終請負金額
	

	
	工期
	年　　　月から
年　　　月まで

	
	受注形態
	単体

	工
事
概
要
等
	構造・規模等
構造形式
基礎形式
使用機材・数量
設計条件
	

	技術的特記事項
	


注１　過去の工事について記載すること。
２　工事名称等・工事概要等は、同種工事施工実績を的確に判断できる必要最小限の事項を記載すること。空白での提出は認めない。

３　施工場所は、都道府県名及び市町村名を記入すること。
４　技術的特記事項は、工事に応じ地質地形条件（軟弱地盤、湧水、断層等）、仮設備工法、施工方法、環境対策、安全対策、その他技術的特記事項（セールスポイント等）を記載すること。特に無い場合は斜線すること。
５　次の資料（Ａ４サイズ）を添付すること。設計図書に関しては、内容確認ができるサイズのものを添付すること。
⑴　上記記載の項目の内容が確認できる書類

・請負契約書（金額に変更があった場合、変更請負契約書）の写し

・設計図書（仕様書等のうち当該部分が記載されている箇所）の写し
⑵　工事の完成が確認できる書類（建築基準法に基づく建築主事等の検査済証の写し、公共団体が竣工を認定した書面の写し、工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）データの写し等）
様式第４号の１（第６条関係）
年　　　月　　　日
仕様等に関する質問書について
行　橋　市　長　　殿
（工事発注担当者）　
住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　仕様等に関する質問を別紙のとおり提出いたします。
１　入札公告日　　　　令和元年１０月１８日
２　工　事　名　　　　配水管布設替工事（宮市町１工区）
３　提出書類　　　　仕様等に関する質問書（様式第４号の２）
様式第４号の２（第６条関係）
仕様等に関する質問書
　　　年　　　月　　　日
工事名：　　配水管布設替工事（宮市町１工区）　　
　　　　　　　　　　　　                                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入札番号　　　　　　　
	番号
	図面番号
	質疑
	回答

	
	
	
	


・質問内容は箇条書きで記入し、質問事項ごとに番号をつけてください。
・質問する内容が記載されている設計書、図面等のページ番号等を記載してください。
・この用紙には業者名を記入しないこと。
・様式第４号の１を鏡として上に添付し、提出して下さい。
契　約　履　行　証　明　願
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
請　負　者
住　　　所
商号又は名称
代　表　者　　　　　　　　　　　　　　　印
下記のとおり契約し誠実に履行したことを証明してください。
記
	契約年月日
	工事名又は業務名
	契約金額
（円）
	工　期
（履行期間）
	竣工（完了）
年月日
	その他必要
事項

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　　契　約　履　行　証　明　書
上記のとおりであることを証明する。
　　　年　　　月　　　日
証　明　者　　行橋市長　　田　中　　純　　印
様式第５号

主任（監理）技術者選任通知書
　　　　年　　月　　日
行橋市長　
（契約担当者）　殿
請負者　　住　　　所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　印
次の工事について、下記のとおり主任技術者または監理技術者を定めたので、行橋市工事請負約款第10条第1項の規定に基づき通知します。
１．工事名　　　配水管布設替工事（宮市町１工区）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２．工事場所　　　行橋市宮市町　　　　　          　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３．工期　　　令和　元年  １１月  ２６日から　令和　２年　３月  １３日まで
４．主任技術者または監理技術者
	
	主任技術者
	監理技術者

	住所
	

	氏名
	

	生年月日
	大正
昭和　 　　　年　　 　月  　 　日
令和


備考
⑴　雇用関係が確認できる書類（健康保険証の写し等）を添付（A4サイズ）すること（別紙２参照）。
⑵　主任（監理）技術者の資格者証（写し）を添付すること。また、監理技術者は、「監理技術者講習修了証」の写しも添付すること（ともにA4サイズ）。
１／２
５．他の公共工事の受注状況
	発注者名
	工事名
	請負代金額
（万円）
	着工年月
	現場代理人
	主任技術者
（監理技術者）

	
	
	
	完成（予定）年月
	
	

	
	
	
	令和　　 年 　　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　　 年　　 月
	
	監
	

	
	
	
	令和　　 年 　　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　　 年　 　月
	
	監
	

	
	
	
	令和　　 年　 　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　　 年　 　月
	
	監
	

	
	
	
	令和　　 年 　　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　　 年　　 月
	
	監
	

	
	
	
	令和　　 年 　　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　　 年　 　月
	
	監
	

	
	
	
	令和　　 年　 　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　　 年　 　月
	
	監
	

	
	
	
	令和　　 年 　　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　　 年　　 月
	
	監
	

	
	
	
	令和　　 年 　　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　　 年　 　月
	
	監
	

	
	
	
	令和　　 年　 　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　　 年　 　月
	
	監
	

	
	
	
	令和　   年　   月
	
	主
	

	
	
	
	令和　   年   　月
	
	監
	

	
	
	
	令和　   年   　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　   年   　月
	
	監
	

	
	
	
	令和　　 年　 　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　　 年　 　月
	
	監
	

	
	
	
	令和　　 年　 　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　   年   　月
	
	監
	

	
	
	
	令和　　 年　 　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　   年   　月
	
	監
	

	
	
	
	令和　   年   　月
	
	主
	

	
	
	
	令和　   年   　月
	
	監
	


注意
⑴　配置予定の現場代理人・主任（監理）技術者について、国・地方自治体発注の工事で現在施工中のものをすべて記入してください。
⑵　主任技術者（監理技術者）の「主・監」は該当するものを○で囲んでください。
　　⑶　該当がない場合は、工事名の欄に「該当無し」と明記、または表に斜線を引いて提出してください。
２／２
参考資料

雇用関係を確認するための書類について

行橋市役所契約検査課

⑴　監理技術者資格者証には、所属建設業者が記載されています。資格者証制度が適用される工事の監理技術者は、発注者から請求があったときは、監理技術者資格者証を提示しなければならないとされています(建設業法第26条第5項)。この場合の雇用関係の確認は、資格者証を活用することが有効です。

⑵　資格者証中の所属建設業者の記載や主任技術者の雇用関係に疑義がある場合は、下記の書類等で雇用関係を確認することができます。

	確認書類
	根拠法令
	所有者
	作成者
	備考

	健康保険被保険者証
	健康保険法
	技術者

本人
	都道府県又は健康保険組合
	5人以上の事業所に使用される者は、被保険者となる。

	源泉徴収票
	所得税法
	
	建設業者
	給与の支払をする者は、所得税を源泉徴収し源泉徴収票を受ける者に交付する義務がある。

	健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書
	健康保険法
	建設業者
	都道府県又は健康保険組合
	事業主は使用する被保険者の標準報酬月額を都道府県又は健康保険組合に届け出る義務があり、それに対し決定額が通知される。

	住民税特別徴収税額の通知書・変更通知書
	地方税法
	
	市区町村
	給与の支払をする者は、所得税の源泉徴収義務があり、住民税の特別徴収義務者として指定される。

	国家資格者等及び監理技術者一覧

(許可添付書類)
	建設業法
	国交省
都道府県
	建設業者
	建設業許可申請書の添付書類

	技術職員名簿

（経審）
	
	
	
	経営事項審査申請書の別表

	登記簿の役員名簿欄の写し


主任技術者
　建設業者は、請け負った建設工事を施工する場合には、請負金額の大小、元請・下請に関わらず、必ず工事現場に施工上の管理をつかさどる主任技術者を置かなければなりません（①１級、２級資格者　②実務経験者）。

監理技術者
　発注者から直接工事を請け負い（元請）、そのうち4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下請契約して施工する場合は、主任技術者にかえて監理技術者を置かなければなりません（１級資格者等）。
